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能登地震の津波警報の
嬉しい多言語化

左：テレ朝は英語＋やさしい日本語
右：神戸のサンテレビは手書きと口頭でポルトガル語アラート



登録者数250万人の在日ブラジル人ユーチューバー
（活動に制限のない在留資格のおかげで生まれた
新たな働き方／生き方、「再出発」の可能性）



家族単位で永住し、共生社会づくりに貢献した功労者：
定住可能な在留資格のおかげでこういうリーダーが育った

「みんな宮城県には喜んで行くが、
福島は放射能汚染もあり、恐れられ
ていた。私は先祖が福島県出身なの
で、そこに行くべきだという使命感
で、なんとか５１人を集めた。」

(私が『ひとびとの精神史』で書いた章より
抜粋)

昨年、他界した在日ブラジル人
リーダーの増子さんは私が出会っ
てきた在日ブラジル人の中で、
「お墓を買った」と明言した最初
の移民。

→「終活、墓活」は今後の課題。

浜松市のブラジル人
コミュニティリーダー、

増子利栄さん



キャサバ芋を
販売する
在日ブラジル人
（群馬県大泉町）

• 職種が自由に変
更できる在留資
格のおかげで、
多くの日系人は
独創的な働き方
／生計立てに成
功している。



日系４世ビザの最近の「見直し」は不十分：
すでに来日できた人には定住への道が開かれたが、
“入口”（ビザ申請の段階）はほぼ緩和されていない…

ビザ申請時の要件 ２ 世 、
３世

４世

年齢制限 無制限 18–35才のみ

家族の帯同 可能 禁止

日本語能力証明 不要 必要

全面的に責任を負う
“受け入れサポーター”

不要 必要

更新回数、在留上限

在留資格

無制限

定住者

１年ごとに更
新、最長５年

特定活動

  



私が有識者会議の構成員を務めている入管庁の
在留外国人に対する大規模調査

令和２、3、４、５年のビッグデータは示唆に富む



令和４ 年度 在留外国人に対する基礎調査－主な結果④(生活オリエンテーショ ン )－

■ 生活オリエンテーションを受けたことがないと答えたのは40 . 5％。

■ 生活オリエンテーション動画を見たい場面では、過半数の人（ 55 . 5％） が自分の都合のよいときにW ebで無料視聴したいと答えている。

■ 生活オリエンテーションを受けた人が日本での生活で役立った内容としては「ごみ出し」（ 76 . 0％） 、「住民登録」（ 53 . 4% ） 、「防災」（ 50 . 7％） の順で多い。

■ 生活オリエンテーションを受けなかった人が受けていれば役立ったと答えたのは、「年金・社会保険」（ 51 . 3％） 、「税金」（ 48 . 9％） 、「医療・福祉」

（ 39 . 8％） の順で多く、給与から控除される項目について知りたかった人が多い。
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14.0%

令和４年度調査
(n=4,737)

令和３年度調査
(n=7,982)

受けたことがある 受けたことがない 分からない

※令和4年度調査は「特別永住者」以外を回答対象としている。
（令和3年度調査は全員が回答対象）
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年金・社会保険

税金

医療・福祉

労働・雇用

教育・日本語学習

住宅

出産・子育て

防災

ごみ出し

住民登録

多言語対応の相談窓口

電気・ガス・水道

交通

その他
（ n= 1 , 919）

55.5%21.8%

21.6%

19.9%

19.4%

18.7%

11.0%

1.5%

8.5%

来日前・来日後かかわらず自分の都合のよいときにwebで無料視聴

査証申請手続の際

来日前の研修等の際

所属機関（会社、学校等）による入社時、入学時等の説明の際

居住する市役所に転入手続に行ったとき

入国するまでの間（乗機中・乗船中）

入国時（到着した空港又は港内）

その他

分からない （ n= 4 , 737）
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ごみ出し

住民登録

防災
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電気・ガス・水道

交通

教育・日本語学習

医療・福祉

税金

年金・社会保険

住宅

出産・子育て

多言語対応の相談窓口

その他

（ n= 1 , 052）

受講歴の有無 生活オリエンテーション動画を見たい場面

日本での生活で役立った情報 受けていれば役に立っていた情報

５

約半数が給与から控
除される項目につい
て知りたかったと回答

受けていれば役立っていた情報：
「年金・社会保険」、「税金」という回答が



まだ「公的機関からの多言語情報が少なかっ
た」と感じる人が多い

令和４ 年度 在留外国人に対する基礎調査－主な結果⑤(情報入手)－

■ 公的機関が発信する情報を入手する際の過去一年の困りごとは「特に困ることはなかった」（ 41 . 8％） が最多。困りごとがあった中では、「多言語での情報発信

が少なかった（ 20 . 4％） が最も多く、「やさしい日本語での情報発信が少なかった」（ 13 . 0％） が3番目に多いなど、言語に関する困りごとが多い。

■ 母語以外の情報提供を望む言語は「日本語」が過半数（ 52 . 7％） で最多。「英語」（ 37 . 6％） 、「やさしい日本語」（ 34 . 2％） と続く。

■ 公的機関が発信する情報の入手で困ったことがないと答えた人は、国籍別では「タイ」（ 16 . 1％） 、在留資格別では「特定技能」（ 28 . 9％） が最少。

■ 日本語能力別で見ると、一貫して、日本語能力が低いほど、公的機関が発信する情報の入手で困ったことがない人の割合が低くなっている。

公的機関が発信する情報を入手する際の困りごと

６
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32.0%

5.6%

33.8%

15.9%

23.4%

16.8%

9.4%

13.4%

9.6%

1.9%

31.1%

多言語での情報発信が少なかった

公的機関のウェブサイト上で、必要な情報にたどり着

くことが難しかった

やさしい日本語での情報発信が少なかった

スマートフォン等で利用できる公的機関が作成したア

プリでの情報発信が少なかった

メールでの情報発信が少なかった

SNSでの情報発信が少なかった

日本で発行される母語で書かれた新聞・雑誌での情

報発信が少なかった

その他

過去１年間では特に困ることはなかった

公的機関が発信する情報を入手する機会がなかった

令和４年度調査
(n=4,737)

令和３年度調査
(n=7,538)

令和２年度調査
(n=1,502)

※ 令和4年度調査は過去1年間で困ったことが調査対象。令和2年度及び3年度調査では期間の指定は
していない。

※ 令和2年度調査のデータがないものは、令和3年度以降新規追加した項目。

52.7%

37.6%

34.2%

2.9%

2.7%

日本語

英語

やさしい日本語

韓国語

中国語

母語以外の情報提供を望む言語（ 上位５ 項目）

公的機関が発信する情報の入手で困ることがなかった人の割合

国籍・地域別（下位３項目）

タイ
(n=87)

16.1％

米国
(n=136)

27.2％

ネパール
(n=146)

28.8％

在留資格別（下位３項目）

特定技能
(n=211)

28.9％

家族滞在
(n=347)

33.7％

留学
(n=539)

34.1％

日本語能力（会話）別傾向

全くできない(n=80) 25.0％

身近で基本的な情報交
換ができる(n=537)

31.5％

流ちょうに自然に会話
ができる(n=1,017)

49.1％

日本語能力（読む）別傾向

全く分からない(n=349) 30.4％

身近な内容の簡単で短い
文章を読める(n=1002)

32.0％

ある視点に基づいた新聞
記事などを読める(n=905)

49.5％

（ n= 5 , 016）



公的機関に
相談する
際、「どこ
に相談すれ
ば良いか分
からない」
人はまだ多
い

47 . 9%

35 . 3%

32 . 2%

24 . 3%

22 . 8%

22 . 1%

16 . 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日本語のテレビ・ラジオ・新聞・雑誌

日本人の友人・知人

同じ国籍・地域の友人・知人

家族・親族

学校・大学・職場

公的機関（ 市区町村・都道府県・国） のウェブサイト

母国語のテレビ・ラジオ・新聞・雑誌
（ n= 7 , 538）

31 . 4%

27 . 8%

20 . 4%

13 . 9%

9 . 1%

0 . 5%

2 . 1%

31 . 5%

23 . 4%

18 . 3%

12 . 5%

7 . 9%

6 . 9%

5 . 0%

4 . 6%

0 . 5%

1 . 8%

0% 10% 20 % 30% 40%

どこに相談すればよいか分からなかった

相談するために仕事や学校等を休まなければならなかった

通訳が配備されていなかった又は少なかった

多言語翻訳アプリが配備されていなかった

適切な部署にたどり着くまでに色々な部署に案内された

相談窓口が少なかった

一般の電話番号（ 固定電話やフリーダイヤル） に発信…

担当者の専門知識が少なかった

相談可能な内容が少なかった

その他

令和２ 年度調査

（ ｎ = 1 , 502）

令和３ 年度調査

（ ｎ = 7 , 538）
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0% 10% 20% 30% 40%

多言語での情報発信が少ない

やさしい日本語での情報発信が少ない

公的機関（ 市区町村・都道府県・国） のウェブサイト上…

スマートフォン等で利用できる公的機関（ 市区町村・都…

SNSでの情報発信が少ない

メールでの情報発信が少ない

日本で発行される母語で書かれた新聞・雑誌での情報発…

その他

入手できていない

令和２ 年度調査

（ n= 1 , 502）

令和３ 年度調査

（ n= 7 , 538）

※令和２ 年度調査のデータがないものは、
令和３ 年度調査で新規追加した項目

公的機関(市区町村・都道府県・国)のウェブサイト上で、

必要な情報にたどり着くことが難しい

日本で発行される母語で書かれた新聞・雑誌での
情報発信が少ない

令和３ 年度 在留外国人に対する基礎調査－主な結果③(情報入手･相談)－

■ 情報入手時や相談時に利用する通信手段(インターネット関係)は、「有料のインターネット環境(自分でプロバイダー契約)」が88 . 6％で最多であるが、「無料の

インターネット環境(公共施設のW i-Fi等)」のみも5 . 7％存在。

■ 公的機関が発信する情報の入手先は、「日本語のテレビ・ラジオ・新聞・雑誌」( 47 . 9％)が最多。

■ 公的機関が発信する情報の入手に関する困りごとは、「多言語での情報発信が少ない」（ 34 . 1％） が最多(令和２ 年度調査と比較すると、0 . 3ポイント増)。

■ 公的機関に相談する際の困りごとは、「どこに相談すればよいか分からなかった」（ 31 . 5％） が最多。同回答は、「技能実習」や「留学」では４ 割を超える。

情報の入手 公的機関へ相談する際の困りごと

公的機関が発信する情報の入手先 ※上位７ 項目

公的機関が発信する情報を入手する際の困りごと

在留資格別（ 抜粋)
前年度調査
＋4 .6pt

前年度調査
＋2 .3pt

※令和２ 年度調査のデータがないものは、
令和３ 年度調査で新規追加した項目

一般の電話番号（ 固定電話やフリーダイヤル） に
発信可能な電話を持っていないため相談できなかった

情報入手時や相談時の通信手段(インターネット関係)

有料のインターネット環境
(自分でプロバイダー契約)

無料のインターネット環境
（ 公共施設のWi- Fi等）

有料のインターネット環境
(インターネットカフェ等）

その他
利用

していない

ｎ ＝7 , 982 88 . 6% 12 . 0% (注) 3 . 3% 1 . 0% 3 . 5%

スマートフォン等で利用できる公的機関（ 市区町村・都道府県・

国） が作成したアプリでの情報発信が少ない

(注) 「無料のインターネット環境」以外のインターネット環境がない者は5 .7％

４



「差別や人権に関
する要望」では、
「外国人と日本人
との交流の機会を
増やす」、「学校
で外国人について
の正確な知識を伝
えて欲しい」人が
多い。



社会参加したいが、していない。家を探す時
に差別を経験。

n

孤独感（直接質問） （11,867）4.5 14.5 17.4 38.9 23.7 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

※「無回答」（ 0 . 9％） を含む割合であることに留意が必要

6 . 7% 14 . 9% 29 . 5% 22 . 7% 26 . 1%（ ｎ ＝7 , 982）

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 全くない

39 . 9%

15 . 6%

14 . 4%

10 . 0%

1 . 7%

1 . 0%

2 . 3%

28 . 9%

0% 10% 20% 30% 40%

参加したいと思うが、参加したことがない

町内会・自治会への加入

ボランティア活動（ 通訳、清掃等）

学校の保護者会（ Ｐ Ｔ Ａ ） 役員・Ｐ Ｔ Ａ 活動

行政機関の活動への協力（ 各種委員など）

消防団への加入

その他

参加したいと思わない

（ n= 7 , 982）

令和３ 年度 在留外国人に対する基礎調査－主な結果⑦(社会参加･差別･その他)－

■ 社会参加の現状では、「参加したいと思うが､参加したことがない」が最多( 39 . 9％)。その理由では「どのような活動が行われているか知らない」が６ 割超で最多。

■ 差別を受けた場面では「家を探すとき」( 20 . 6％)が、差別等に関する要望では「外国人と日本人との交流の機会を増やす」( 47 . 6％)が最多。

■ 孤独感が「しばしばある・常にある」は6 . 7％(⇔ 令和３ 年人々のつながりに関する基礎調査(内閣官房) (調査対象:全国の満16歳以上の個人: ２ 万人)では

4 . 5％)。「日本語での会話はほとんどできない」に限ると、14 . 8％と割合が２ 倍以上高くなっている。

■ 支援に関して望むこととしては、「どこに相談すればよいかを適切に教えてくれる」が48 . 0％で最多となっている。

社会参加の現状

差別等の経験・要望

日本語能力別(抜粋)

参考： 「令和３ 年人々のつながりに関する基礎調査（ 内閣官房） 」の調査結果

差別を受けた場面

差別や人権に関する要望

支援に関して望むこと ※上位５ 項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

孤独の状況（ あなたはどの程度、孤独であると感じますか）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

８
（ n= 7 , 982）



コロナでの困りごと：

「出入国制限のため
帰国できない」

と
「仕事、授業が減っ
た・なくなった」

がトップ。



日本語学習の困りごと
• 日本語学習における困りごとが

あったとする回答のうち、

「日本語教室・語学学校等の利
用・ 受講料金が高い」(15.0%)、
「都合のよい時間帯に利用てぎる
日本語教室・語学学校等がない」
(11.8%)、「無料の日本語教室が近
くにない」(12.1%)の回 答の割合が
高い。

⇨やはりお金と時間はキー要因か



提言あるいはブレーンストーミングの話題提供として

・ただし、「日本語は必要不可欠だ！」と「説教」したところで、
彼ら彼女らがすぐに学習に取り組めるとは限らず、「勉強したく
なる ＋ しやすくなる」大胆な仕掛けが必要だろう。

・日本語教室の「希望」について多くの回答者が仕事終了後（勤
務時間外）の教室を選んだのは、「勤務時間の短縮＝収入減」を
招きたくないからではないか？

・時給をもらいながら、たとえば週に１時間、「勤務時間内に」、
「職場で」（つまり、給料をもらいながらの社内研修として）日
本語が学べるなら、多くの人は間違いなくこの選択肢を選んだだ
ろう。

・問題は誰がその時給の支給を負担するのか。実際に中小企業に
はその「体力」はなく、各自治体の財源も限られているので、
（理想論と思われても仕方ないが）「国」 and/or 経団連加入の
大企業がCSRの一環として資金援助をすべき。



家族単位での長期滞在
を整備し、次世代の教
育に投資すれば、移民
が日本に残ろうが
”母国“に帰ろうが、
Win-winの結果を生む
可能性を秘めている。

日本を経験して母国に
戻り、Japan House 
São Pauloで民間の
「文化外交者」として
活躍する有望な若い世
代の「デカセギ帰国
者」たち！



Obrigado!

ご清聴

ありがとうございました！
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